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一
、
は
じ
め
に

　

本
稿
で
は
、
イ
タ
リ
ア
で
導
入
さ
れ
て
い
る
Ａ
Ｃ
Ｅ

（A
iuto alla Crescita Econom

ica

）
と
呼
ば
れ
る
税

制
に
つ
い
て
、
特
に
申
告
書
の
作
成
手
順
に
注
目
し
て
紹

介
す
る
。
イ
ギ
リ
ス
の
研
究
機
関
で
あ
るInstitute for 

Fiscal Studies

（
以
下
、
Ｉ
Ｆ
Ｓ
）
が
一
九
九
一
年
に

提
案
し
たA

llow
ance for Corporate Equity

と
い
う

税
制
（
こ
ち
ら
も
頭
文
字
を
と
っ
て
Ａ
Ｃ
Ｅ
と
呼
ば
れ

る
）
が
イ
タ
リ
ア
を
含
む
い
く
つ
か
の
国
で
導
入
さ
れ
て

お
り
、
イ
タ
リ
ア
に
お
け
る
名
称
が
Ａ
Ｃ
Ｅ
（A

iuto 

alla Crescita Econom
ica

）
な
の
で
あ
る
。
本
稿
で
は

必
要
に
応
じ
て
、
Ｉ
Ｆ
Ｓ
が
提
案
し
た
税
制
を
「
Ｉ
Ｆ
Ｓ

の
Ａ
Ｃ
Ｅ
」、
イ
タ
リ
ア
で
導
入
さ
れ
て
い
る
税
制
を

「
イ
タ
リ
ア
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
」
と
表
記
す
る
。

　

Ｉ
Ｆ
Ｓ
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
は
、
税
制
上
の
自
己
資
本
の
一
定
割

合
を
株
式
の
機
会
費
用
と
し
て
法
人
税
の
課
税
ベ
ー
ス
か

ら
控
除
す
る
税
制
で
あ
る
。
通
常
の
法
人
税
で
は
負
債
利

子
の
み
を
控
除
す
る
が
、
Ｉ
Ｆ
Ｓ
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
は
株
式
の
機

会
費
用
も
控
除
す
る
の
で
、
企
業
の
資
金
調
達
に
つ
い
て

中
立
的
で
あ
る
。
ま
た
、
理
論
的
に
企
業
の
投
資
決
定
に

イ
タ
リ
ア
の
企
業
課
税

―
A‌

C‌

E
の
申
告
に
注
目
し
て
―

山　

田　

直　

夫
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対
し
て
も
中
立
的
で
あ
る
こ
と
が
知
ら
れ
て
い
る
。
Ｉ
Ｆ

Ｓ
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
あ
る
い
は
そ
れ
に
類
似
し
た
制
度
は
、
ク
ロ

ア
チ
ア
や
オ
ー
ス
ト
リ
ア
な
ど
で
導
入
さ
れ
た
こ
と
が
あ

る
が
既
に
廃
止
さ
れ
て
お
り
、
現
在
の
代
表
的
な
導
入
国

と
し
て
イ
タ
リ
ア
と
ベ
ル
ギ
ー
が
あ
る
。
ち
な
み
に
、
ベ

ル
ギ
ー
で
の
名
称
は
Ｎ
Ｉ
Ｄ
（N

otional Interest D
e-

duction

）
で
あ
る
。

　

イ
タ
リ
ア
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
は
、
課
税
年
度
に
生
じ
た
二
〇
一

〇
年
一
二
月
三
一
日
か
ら
の
自
己
資
本
の
純
増
に
み
な
し

利
子
率
を
乗
じ
た
額
を
法
人
税
の
課
税
ベ
ー
ス
か
ら
控
除

す
る
。
よ
っ
て
、
税
制
上
の
自
己
資
本
そ
の
も
の
の
一
定

割
合
を
控
除
す
る
Ｉ
Ｆ
Ｓ
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
と
は
若
干
仕
組
み
が

異
な
る
。
と
こ
ろ
で
、
イ
タ
リ
ア
で
は
一
九
九
〇
年
代
後

半
か
ら
二
〇
〇
〇
年
代
初
頭
に
か
け
て
Ｉ
Ｆ
Ｓ
の
Ａ
Ｃ
Ｅ

に
類
似
し
た
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
た
。
こ
れ
は
新
規
株

式
の
帳
簿
価
額
の
一
定
割
合
に
対
し
て
軽
減
税
率
で
課
税

す
る
制
度
で
、
通
常
の
税
率
と
軽
減
税
率
の
二
種
類
が
存

在
す
る
こ
と
に
な
る
の
で
、
Ｄ
Ｉ
Ｔ
（D

ual Incom
e 

T
ax

）
と
呼
ば
れ
て
い
た
。
Ｄ
Ｉ
Ｔ
は
軽
減
税
率
を
適
用

す
る
だ
け
な
の
で
、
現
行
の
イ
タ
リ
ア
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
の
方
が

Ｉ
Ｆ
Ｓ
の
提
案
に
よ
り
近
い
制
度
と
い
う
こ
と
が
で
き

る
。

　

イ
タ
リ
ア
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
が
も
た
ら
す
効
果
に
つ
い
て
は
、

導
入
さ
れ
て
ま
だ
そ
れ
ほ
ど
年
数
が
た
っ
て
い
な
い
こ
と

な
ど
か
ら
研
究
が
十
分
に
蓄
積
さ
れ
て
い
る
と
は
い
え
な

い⑴

。
本
稿
も
イ
タ
リ
ア
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
の
紹
介
に
留
ま
っ
て
お

り
、
そ
の
効
果
を
検
討
し
た
も
の
で
は
な
い
。
し
か
し
、

イ
タ
リ
ア
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
の
効
果
を
実
証
的
に
分
析
す
る
に

は
、
実
際
の
申
告
が
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
か
を
把
握

す
る
こ
と
が
前
提
と
な
る
。
ま
た
、
わ
が
国
で
イ
タ
リ
ア

の
Ａ
Ｃ
Ｅ
の
申
告
に
つ
い
て
詳
し
く
紹
介
し
た
も
の
は
筆

者
の
知
る
限
り
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
申
告
に
注
目
す
る

こ
と
は
一
定
の
意
義
が
あ
る
と
い
え
よ
う
。

　

本
稿
の
構
成
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
次
の
二
節
で
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は
イ
タ
リ
ア
で
Ａ
Ｃ
Ｅ
が
導
入
さ
れ
た
背
景
に
つ
い
て
説

明
す
る
。
続
く
三
節
で
は
イ
タ
リ
ア
の
企
業
課
税
の
概
要

を
説
明
す
る
。
そ
し
て
四
節
で
は
イ
タ
リ
ア
に
お
け
る
Ａ

Ｃ
Ｅ
の
申
告
書
作
成
手
順
に
つ
い
て
紹
介
す
る
。
最
後
の

五
節
で
は
今
後
の
研
究
の
展
望
に
つ
い
て
触
れ
た
い
。

二
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
導
入
の
背
景⑵

⑴
　
イ
タ
リ
ア
の
経
済
、
財
政
状
況

　

Ａ
Ｃ
Ｅ
の
導
入
に
は
イ
タ
リ
ア
の
経
済
、
財
政
状
況
が

大
き
く
関
わ
っ
て
い
る
の
で
、
ま
ず
導
入
前
後
の
経
済
、

財
政
状
況
に
つ
い
て
概
観
す
る
。

　

図
表
１
は
二
〇
〇
三
年
か
ら
二
〇
一
三
年
ま
で
の
実
質

Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
比
較
を
す
る
た

め
、
イ
タ
リ
ア
の
ほ
か
、
Ｅ
Ｕ
（
二
七
か
国
）、
そ
し
て

Ｎ
Ｉ
Ｄ
を
実
施
し
て
い
る
ベ
ル
ギ
ー
の
デ
ー
タ
を
掲
載
し

て
い
る
。
Ｅ
Ｕ
は
二
〇
一
三
年
七
月
に
ク
ロ
ア
チ
ア
が
加

盟
し
、
現
在
の
加
盟
国
は
二
八
か
国
で
あ
る
。
し
か
し
、

こ
こ
で
は
二
〇
〇
八
年
か
ら
二
〇
一
〇
年
頃
の
デ
ー
タ
に

特
に
注
目
し
た
い
の
で
、
当
時
の
加
盟
国
で
あ
る
二
七
か

国
の
デ
ー
タ
を
掲
載
し
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
イ
タ

リ
ア
、
Ｅ
Ｕ
（
二
七
か
国
）、
ベ
ル
ギ
ー
と
も
に
二
〇
〇

九
年
に
急
激
に
経
済
状
況
が
悪
化
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か

る
。
ま
た
、
イ
タ
リ
ア
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
常
に
Ｅ

Ｕ
（
二
七
か
国
）
と
ベ
ル
ギ
ー
を
下
回
っ
て
い
る
こ
と
が

わ
か
る
。
一
方
、
ベ
ル
ギ
ー
は
二
〇
〇
八
年
以
降
を
み
る

と
、
Ｅ
Ｕ
（
二
七
か
国
）
を
上
回
っ
て
い
る
。
リ
ー
マ
ン

シ
ョ
ッ
ク
後
の
状
況
を
み
る
た
め
、
二
〇
〇
八
年
か
ら
二

〇
一
〇
年
ま
で
の
平
均
成
長
率
を
計
算
す
る
と
、
イ
タ
リ

ア
は
約
マ
イ
ナ
ス
二
・
〇
％
、
Ｅ
Ｕ
（
二
七
か
国
）
は
約

マ
イ
ナ
ス
一
・
三
％
、
ベ
ル
ギ
ー
は
約
マ
イ
ナ
ス
〇
・

三
％
で
あ
り
、
こ
こ
か
ら
も
イ
タ
リ
ア
経
済
が
他
の
Ｅ
Ｕ

諸
国
と
比
べ
て
よ
り
停
滞
し
て
い
た
こ
と
が
わ
か
る
。

　

続
い
て
、
イ
タ
リ
ア
の
財
政
状
況
を
確
認
し
た
い
。
図
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表
２
は
二
〇
〇
三
年
か
ら
二
〇
一
三
年
ま
で
の
財
政
収
支

の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
図
表
１
と
同

様
、
イ
タ
リ
ア
の
ほ
か
、
Ｅ
Ｕ
（
二
七
か
国
）、
ベ
ル

ギ
ー
の
デ
ー
タ
も
掲
載
し
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
イ

タ
リ
ア
、
Ｅ
Ｕ
（
二
七
か
国
）、
ベ
ル
ギ
ー
と
も
に
二
〇

〇
九
年
に
急
激
に
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
み
た
財
政
赤
字
が
拡
大

し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
し
か
し
、
イ
タ
リ
ア
は
二
〇

〇
九
年
以
降
、
Ｅ
Ｕ
（
二
七
か
国
）
よ
り
状
況
が
良
く

な
っ
て
お
り
、
後
述
す
る
財
政
再
建
の
た
め
の
取
り
組
み

が
一
定
の
効
果
を
も
た
ら
し
て
い
る
こ
と
が
窺
え
る
。
と

は
い
え
、
イ
タ
リ
ア
は
常
に
財
政
赤
字
の
状
態
が
続
い
て

い
る
た
め
、
財
政
状
況
が
良
い
と
は
決
し
て
い
え
な
い
。

一
方
、
ベ
ル
ギ
ー
も
二
〇
〇
六
年
を
除
い
て
財
政
赤
字
の

状
態
が
続
い
て
い
る
。
そ
し
て
最
近
で
は
イ
タ
リ
ア
よ
り

も
悪
い
年
も
あ
り
、
こ
ち
ら
も
財
政
状
況
が
良
い
と
は
い

え
な
い
。
ま
た
、
図
表
３
は
二
〇
〇
三
年
か
ら
二
〇
一
三

年
ま
で
の
債
務
残
高
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
を
示
し
た
も
の
で
あ

図表１　実質GDP成長率� （単位：％）

年 イタリア EU（27か国） ベルギー

2003 0.0 1.5 0.8

2004 1.7 2.6 3.3

2005 0.9 2.2 1.8

2006 2.2 3.4 2.7

2007 1.7 3.2 2.9

2008 -1.2 0.4 1.0

2009 -5.5 -4.5 -2.8

2010 1.7 2.0 2.3

2011 0.4 1.7 1.8

2012 -2.4 -0.4 -0.1

2013 -1.9 0.1 0.2

〔出所〕　EUROSTAT ホームページより作成
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る
。
や
は
り
比
較
を
す
る
た
め
、
イ
タ
リ
ア
の
ほ
か
、
Ｅ

Ｕ
（
二
七
か
国
）、
ベ
ル
ギ
ー
の
デ
ー
タ
も
掲
載
し
て
い

る
。
こ
の
図
表
か
ら
も
二
〇
〇
九
年
の
Ｅ
Ｕ
諸
国
の
財
政

状
況
の
悪
化
が
見
て
取
れ
る
。
ま
た
、
イ
タ
リ
ア
は
常
に

債
務
残
高
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
が
Ｅ
Ｕ
（
二
七
か
国
）
と
ベ
ル

ギ
ー
を
上
回
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
し
か
も
常
に
一

〇
〇
％
を
超
え
て
お
り
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
よ
り
も
多
く
の
債
務
を

抱
え
て
い
る
。
一
方
、
ベ
ル
ギ
ー
は
一
〇
〇
％
を
下
回
っ

て
い
る
年
が
多
い
が
、
イ
タ
リ
ア
と
同
様
に
常
に
Ｅ
Ｕ

（
二
七
か
国
）
を
上
回
っ
て
お
り
、
や
は
り
財
政
状
態
が

良
い
と
は
い
え
な
い
。
以
上
よ
り
、
イ
タ
リ
ア
、
Ｅ
Ｕ

（
二
七
か
国
）、
ベ
ル
ギ
ー
と
も
に
二
〇
〇
九
年
に
経
済
、

財
政
状
況
が
急
激
に
悪
化
し
た
こ
と
、
イ
タ
リ
ア
の
状
況

が
良
い
と
は
い
え
な
い
こ
と
な
ど
が
確
認
で
き
る
。

⑵
　
イ
タ
リ
ア
政
府
の
取
り
組
み

　

こ
う
し
た
経
済
、
財
政
状
況
を
打
開
す
る
た
め
、
イ
タ

図表２　財政収支（対GDP比）� （単位：％）

年 イタリア EU（27か国） ベルギー

2003 -3.6 -3.2 -0.1

2004 -3.5 -2.9 -0.1

2005 -4.4 -2.5 -2.5

2006 -3.4 -1.5 0.4

2007 -1.6 -0.9 -0.1

2008 -2.7 -2.4 -1.0

2009 -5.5 -6.9 -5.6

2010 -4.5 -6.5 -3.8

2011 -3.7 -4.4 -3.8

2012 -3.0 -3.9 -4.1

2013 -3.0 -3.3 -2.6

〔出所〕　EUROSTAT ホームページより作成
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リ
ア
政
府
は
経
済
成
長
と
財
政
再
建
に
向
け
た
様
々
な
取

り
組
み
を
行
っ
て
い
る
。
こ
こ
で
は
、
二
〇
一
〇
年
か
ら

二
〇
一
一
年
に
か
け
て
の
イ
タ
リ
ア
政
府
の
取
り
組
み
に

つ
い
て
概
観
す
る
。

　

イ
タ
リ
ア
政
府
は
、
二
〇
一
一
年
に
つ
い
て
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ

成
長
率
が
一
・
一
％
、
債
務
残
高
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
が
一
二

〇
％
に
な
り
、
さ
ら
に
二
〇
一
二
年
か
ら
二
〇
一
四
年
ま

で
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
平
均
成
長
率
が
一
・
五
％
に
な
る
と
い
う

見
通
し
を
立
て
て
い
た
。
ま
た
、
ユ
ー
ロ
プ
ラ
ス
協
定⑶

の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
な
ど
の
影
響
を
受
け
て
、
イ
タ
リ
ア
政
府

は
二
〇
一
四
年
ま
で
に
財
政
収
支
の
均
衡
を
達
成
す
る
と

い
う
目
標
を
掲
げ
て
い
た
。
経
済
成
長
と
同
時
に
財
政
再

建
を
達
成
す
る
た
め
、
当
時
の
ベ
ル
ル
ス
コ
ー
ニ
首
相
は

二
〇
一
一
年
七
月
に
具
体
的
な
政
策
案
を
公
表
し
た
。
し

か
し
、
こ
の
政
策
案
は
信
頼
を
得
る
こ
と
が
で
き
ず
、
翌

月
の
八
月
に
財
政
再
建
に
対
す
る
不
安
か
ら
イ
タ
リ
ア
一

〇
年
国
債
の
利
回
り
が
上
昇
し
、
ス
ペ
イ
ン
の
そ
れ
を
上

図表３　債務残高（対GDP比）� （単位：％）

年 イタリア EU（27か国） ベルギー

2003 104.1 61.9 98.4

2004 103.7 62.2 94.0

2005 105.7 62.7 92.0

2006 106.3 61.5 87.9

2007 103.3 58.9 84.0

2008 106.1 62.2 89.2

2009 116.4 74.5 96.6

2010 119.3 80.2 96.6

2011 120.7 82.7 99.2

2012 127.0 85.5 101.1

2013 132.6 87.4 101.5

〔出所〕　EUROSTAT ホームページより作成
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回
る
状
態
と
な
っ
た
。
こ
れ
を
受
け
て
ベ
ル
ル
ス
コ
ー
ニ

首
相
は
同
月
に
財
政
収
支
の
均
衡
化
を
一
年
早
め
、
二
〇

一
三
年
に
達
成
す
る
こ
と
を
表
明
し
、
あ
わ
せ
て
追
加
的

な
政
策
案
を
提
示
し
た
。
こ
れ
ら
の
政
策
案
に
は
歳
出
の

削
減
と
歳
入
の
増
加
が
含
ま
れ
て
い
る
が
、
歳
入
面
の
具

体
的
な
内
容
と
し
て
は
、
付
加
価
値
税
の
税
率
引
き
上

げ
、
金
融
所
得
課
税
と
物
品
税
の
改
革
、
脱
税
に
対
す
る

罰
則
強
化
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
企
業
へ
の
課
税
強
化
な
ど

が
あ
る
。

　

ベ
ル
ル
ス
コ
ー
ニ
首
相
は
二
〇
一
一
年
一
一
月
に
退
陣

す
る
こ
と
に
な
る
が
、
そ
の
後
を
引
き
継
い
だ
モ
ン
テ
ィ

首
相
は
同
年
一
二
月
に
二
〇
一
三
年
の
財
政
収
支
均
衡
と

経
済
成
長
を
目
指
し
た
政
策
を
発
表
し
た
。
財
政
政
策
と

し
て
は
、
年
金
に
よ
る
支
出
と
地
方
へ
の
移
転
の
削
減
、

不
動
産
、
ガ
ソ
リ
ン
、
奢
侈
品
、
金
融
資
産
に
対
す
る
課

税
強
化
な
ど
が
含
ま
れ
て
い
る
。
そ
し
て
経
済
成
長
の
促

進
策
も
い
く
つ
か
提
案
さ
れ
た
が
、
そ
の
一
つ
が
Ａ
Ｃ
Ｅ

（A
iuto alla Crescita Econom

ica

）
で
あ
り
、
実
際
に

導
入
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る⑷

。
た
だ
し
、
二
〇

一
二
年
四
月
に
モ
ン
テ
ィ
首
相
は
経
済
状
況
が
改
善
し
な

い
こ
と
な
ど
か
ら
、
緊
縮
政
策
は
継
続
す
る
も
の
の
二
〇

一
三
年
の
財
政
収
支
均
衡
を
断
念
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に

し
た
。
ち
な
み
に
、
実
際
の
二
〇
一
一
年
の
債
務
残
高
の

対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
は
、
図
表
３
か
ら
わ
か
る
と
お
り
、
一
二

〇
・
七
％
で
見
通
し
と
近
い
も
の
の
、
図
表
１
を
み
る
と

二
〇
一
一
年
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
〇
・
四
％
で
あ

り
、
二
〇
一
二
年
、
二
〇
一
三
年
は
マ
イ
ナ
ス
の
値
に

な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
図
表
２
か
ら
わ
か
る
と
お
り
、
イ

タ
リ
ア
の
二
〇
一
三
年
の
財
政
収
支
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
は
マ

イ
ナ
ス
三
・
〇
％
で
、EU

RO
ST

A
T

の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
に
よ
る
と
そ
の
額
は
四
七
三
億
四
五
〇
〇
万
ユ
ー
ロ
と

な
っ
て
い
る
。
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三
、
企
業
課
税
の
概
要

　

こ
こ
で
は
イ
タ
リ
ア
の
企
業
課
税
の
概
要
に
つ
い
て
紹

介
す
る
。
た
だ
し
全
般
的
な
紹
介
で
は
な
く
、
特
徴
的
な

も
の
や
Ａ
Ｃ
Ｅ
の
申
告
書
作
成
手
続
き
の
把
握
に
必
要
な

も
の
に
つ
い
て
取
り
上
げ
る
。

⑴
　
法
人
税

①
納
税
義
務
者

　

法
人
税
（IRES: Im

posta sul Reddito delle Società

）

の
納
税
義
務
者
は
株
式
会
社
、
有
限
会
社
、
有
限
パ
ー
ト

ナ
ー
シ
ッ
プ
、
協
同
組
合
、
相
互
保
険
会
社
、
信
託
、
基

金
、
そ
の
他
公
的
あ
る
い
は
私
的
な
団
体
で
あ
る
。
ま

た
、
居
住
法
人
は
全
世
界
所
得
に
課
税
さ
れ
、
非
居
住
法

人
は
イ
タ
リ
ア
源
泉
所
得
に
の
み
課
税
さ
れ
る
。

②
控
除

　

法
人
税
の
課
税
ベ
ー
ス
か
ら
控
除
さ
れ
る
も
の
と
し
て

Ａ
Ｃ
Ｅ
控
除
、
負
債
利
子
控
除
、
Ｉ
Ｒ
Ａ
Ｐ
控
除
が
あ

る
。
Ａ
Ｃ
Ｅ
控
除
は
前
述
し
た
よ
う
に
、
課
税
年
度
に
生

じ
た
二
〇
一
〇
年
一
二
月
三
一
日
か
ら
の
自
己
資
本
の
純

増
に
み
な
し
利
子
率
を
乗
じ
た
額
を
法
人
税
の
課
税
ベ
ー

ス
か
ら
控
除
す
る
。
み
な
し
利
子
率
は
図
表
４
に
示
し
た

と
お
り
、
二
〇
一
一
年
か
ら
二
〇
一
三
年
が
三
％
、
二
〇

一
四
年
が
四
％
、
二
〇
一
五
年
が
四
・
五
％
、
二
〇
一
六

年
が
四
・
七
五
％
で
あ
る
。
二
〇
一
四
年
以
降
は
、
経

済
・
財
政
省
の
特
別
法
令
に
よ
っ
て
定
義
さ
れ
る
こ
と
に

な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
二
〇
一
七
年
が
二
・
三
％
、
二
〇

一
八
年
が
二
・
七
％
で
あ
る
。
み
な
し
利
子
率
は
一
旦
上

昇
し
た
が
、
二
〇
一
七
年
以
降
は
導
入
当
初
の
三
％
を
下

回
る
水
準
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
当
該
課
税
年
度
の
所

得
を
超
過
し
て
控
除
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
が
、
超
過
額

は
無
制
限
に
繰
り
越
し
で
き
る
。
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続
い
て
負
債
利
子
控
除
を
取
り
上
げ
る
。
通
常
の
法
人

税
で
あ
れ
ば
負
債
利
子
は
無
制
限
に
控
除
さ
れ
る
。
し
か

し
、
イ
タ
リ
ア
の
場
合
は
負
債
利
子
控
除
に
一
定
の
制
限

が
設
け
ら
れ
て
い
る
。
現
行
で
は
、
控
除
が
認
め
ら
れ
る

の
は
当
該
課
税
年
度
の
受
取
利
子
の
金
額
ま
で
で
あ
る
。

そ
し
て
受
取
利
子
額
を
超
過
す
る
金
額
に
つ
い
て
は
、
Ｅ

Ｂ
Ｉ
Ｔ
Ｄ
Ａ
（Earnings Before Interest, T

ax, D
e-

preciation and A
m

ortization

）
つ
ま
り
利
子
・
税
・

減
価
償
却
控
除
前
利
益
の
三
〇
％
ま
で
控
除
で
き
る
。
ま

た
、
控
除
で
き
な
い
負
債
利
子
は
翌
期
以
降
の
Ｅ
Ｂ
Ｉ
Ｔ

Ｄ
Ａ
の
三
〇
％
か
ら
控
除
す
る
た
め
に
、
無
期
限
に
繰
越

可
能
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
Ｅ
Ｂ
Ｉ
Ｔ
Ｄ
Ａ
の
三
〇
％
の
う

ち
控
除
に
使
用
し
な
か
っ
た
部
分
は
、
翌
期
以
降
の
Ｅ
Ｂ

Ｉ
Ｔ
Ｄ
Ａ
の
三
〇
％
に
追
加
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

最
後
に
Ｉ
Ｒ
Ａ
Ｐ
控
除
に
つ
い
て
で
あ
る
が
、
Ｉ
Ｒ
Ａ

Ｐ
（Im

posta R
egionale sulle A

ttività Produt-

tive

）
と
は
企
業
の
付
加
価
値
に
対
し
て
課
税
さ
れ
る
州

図表４　みなし利子率の変遷
年（度） みなし利子率

2011 3.00％

2012 3.00％

2013 3.00％

2014 4.00％

2015 4.50％

2016 4.75％

2017 2.30％

2018 2.70％

〔出所〕　各種資料より筆者作成
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税
の
こ
と
で
、
州
事
業
税
と
も
呼
ば
れ
る
。
二
〇
〇
九
年

以
降
、
州
事
業
税
の
税
額
の
一
〇
％
を
法
人
税
の
課
税

ベ
ー
ス
か
ら
控
除
で
き
る
。
ま
た
、
二
〇
一
二
年
以
降
、

州
事
業
税
上
で
損
金
不
算
入
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る
人
件

費
に
対
す
る
税
額
相
当
額
を
、
法
人
税
の
課
税
ベ
ー
ス
か

ら
控
除
で
き
る
（
な
お
二
〇
〇
七
年
か
ら
二
〇
一
一
年
に

つ
い
て
は
還
付
措
置
が
あ
る
）。

③
税
率

　

法
人
税
の
税
率
は
二
〇
〇
八
年
以
降
二
七
・
五
％
で

あ
っ
た
が
、
二
〇
一
七
年
よ
り
二
四
％
に
引
き
下
げ
ら
れ

た
。
な
お
、
非
活
動
企
業
に
つ
い
て
は
よ
り
高
い
税
率
が

適
用
さ
れ
て
い
る
（
二
〇
一
七
年
は
三
四
・
五
％
）。
さ

ら
に
、
炭
化
水
素
事
業
な
ど
特
定
の
事
業
を
営
む
企
業
に

つ
い
て
は
法
人
税
に
加
え
て
付
加
税
が
課
さ
れ
る
。

④
欠
損
金

　

二
〇
一
〇
年
ま
で
は
、
欠
損
金
は
五
年
間
繰
越
可
能

で
、
事
業
開
始
後
三
年
内
に
生
じ
た
欠
損
金
に
つ
い
て
は

無
期
限
に
繰
越
可
能
で
あ
っ
た
。
二
〇
一
一
年
以
降
、
欠

損
金
は
無
期
限
に
繰
越
可
能
に
な
っ
た
が
、
繰
越
損
失
分

を
利
用
で
き
る
の
は
当
課
税
年
度
の
課
税
所
得
の
八
〇
％

ま
で
で
あ
る
。
ま
た
、
事
業
開
始
後
三
年
内
に
生
じ
た
欠

損
金
の
扱
い
に
つ
い
て
は
二
〇
一
〇
年
ま
で
と
変
わ
ら
な

い
。
な
お
二
〇
一
〇
年
以
前
の
欠
損
金
は
五
年
間
繰
越
可

能
で
あ
る
。

⑤
優
遇
措
置

　

イ
タ
リ
ア
で
は
様
々
な
優
遇
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い

る
。
例
え
ば
、
以
前
に
は
加
速
度
減
価
償
却
が
実
施
さ
れ

て
い
た
時
期
も
あ
っ
た
。
ま
た
、
継
続
的
に
研
究
開
発
に

対
す
る
優
遇
が
行
わ
れ
て
い
る
。
優
遇
措
置
の
中
で
特
徴

的
な
も
の
と
し
て
は
、
南
部
の
特
定
の
州
に
投
資
し
た
場
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合
に
投
資
額
の
一
部
を
税
額
控
除
で
き
る
と
い
う
制
度
が

挙
げ
ら
れ
る
。

⑵
　
州
事
業
税

　

州
事
業
税
と
は
前
述
し
た
よ
う
に
、
企
業
の
付
加
価
値

に
対
し
て
課
税
さ
れ
る
州
税
で
の
こ
と
で
あ
る⑸

。
課
税
標

準
の
算
出
は
複
雑
で
あ
る
う
え
に
業
種
に
よ
っ
て
規
定
が

異
な
る
。
さ
ら
に
算
出
方
法
の
変
更
も
頻
繁
に
行
わ
れ
て

い
る
。
適
用
さ
れ
る
税
率
も
大
変
複
雑
で
あ
る
。
標
準
税

率
は
導
入
当
初
（
一
九
九
八
年
）
は
四
・
二
五
％
だ
っ
た

が
、
二
〇
〇
八
年
か
ら
三
・
九
％
に
設
定
さ
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
一
部
の
州
は
よ
り
高
い
税
率
を
標
準
税
率
と
す

る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
州
は
標
準
税
率
以
外
の
税
率

を
設
定
で
き
る
う
え
に
非
課
税
業
種
を
指
定
す
る
こ
と
も

で
き
る
。
さ
ら
に
、
こ
の
標
準
税
率
は
法
人
・
個
人
事
業

者
に
適
用
さ
れ
る
税
率
で
、
業
種
に
よ
っ
て
も
標
準
税
率

が
異
な
る
。

四
、
Ａ
Ｃ
Ｅ
の
申
告

　

図
表
５
は
、
二
〇
一
三
年
の
企
業
活
動
に
対
す
る
法
人

税
の
申
告
書
の
う
ち
Ａ
Ｃ
Ｅ
に
関
す
る
部
分
を
取
り
出
し

た
も
の
で
あ
る
。RS113

にcolum
n 1

～13

が
あ
る
が
、

こ
こ
で
は
イ
タ
リ
ア
歳
入
庁
（A

genzia delle En-

trate

）
の
指
示
に
基
づ
い
て
、
特
に
重
要
と
思
わ
れ
る

colum
n

に
つ
い
て
説
明
す
る
。

colum
n 1

（Increm
enti del capitale proprio

）：

金
銭
出
資
とunavailable reserves

を
除
く
利
益

準
備
金
に
よ
る
自
己
資
本
の
増
加
額

colum
n 2

（D
ecrem

enti del capitale proprio

）：

株
主
や
出
資
者
へ
の
純
資
産
の
割
当
（
現
金
と
現
物

の
両
方
）
に
よ
る
自
己
資
本
の
減
少
額

colum
n 3

（Riduzioni

）：
子
会
社
株
式
、
会
社
・
部

門
の
購
入
な
ど
に
よ
る
減
少
額
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colum

n 4

（D
ifferenza

）：colum
n 2

とcolum
n 3

の
合
計
をcolum

n 1

か
ら
差
し
引
い
た
額
（
た
だ

し
、
正
の
値
の
み
）

colum
n 5

（Patrim
onio netto

）：
自
己
株
式
購
入

の
準
備
金
を
除
く
財
務
諸
表
上
の
純
資
産
（
純
資
産

に
は
当
課
税
年
度
の
利
益
・
損
失
が
含
ま
れ
る
）

colum
n 6

（M
inor im

porto col.4/col.5

）：colum
n 4

とcolum
n 5

の
う
ち
小
さ
い
も
の

colum
n 7

（Rendim
ento

）：colum
n 6

に
み
な
し

利
子
率
三
％
を
掛
け
た
も
の
（
新
し
い
自
己
資
本
の

み
な
し
収
益
）

colum
n 10

（Eccedenza pregressa

）：
前
年
か
ら

の
み
な
し
収
益
額

colum
n 12

（Rendim
enti totali

）：
総
み
な
し
収
益

額⑹
colum

n 13

（Eccedenza riportabli

）：
控
除
に
用

い
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
み
な
し
収
益
額

図表５　ACEの申告書

〔出所〕　イタリア歳入庁ホームページ
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な
おcolum

n 6

で
小
さ
い
方
の
値
を
記
入
す
る
の
は
、

自
己
資
本
の
増
加
は
関
連
の
あ
る
財
務
諸
表
の
純
資
産
ま

で
と
規
定
さ
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。

　

例
え
ば
、図
表
６
の
よ
う
にcolum

n 1

が
三
〇
万
ユ
ー

ロ
でcolum

n 2

、3

が
ゼ
ロ
（
空
欄
）
で
あ
る
と
す
る

と
、colum

n 4

は
三
〇
万
ユ
ー
ロ
に
な
る
。
そ
し
て

colum
n 5

が
一
〇
〇
万
ユ
ー
ロ
で
あ
る
と
す
る
と
、col-

um
n 6

は
三
〇
万
ユ
ー
ロ
に
な
り
、colum

n 7

はcol-

um
n 6

の
三
％
で
九
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
に
な
る
。
図
表
６

に
示
し
た
よ
う
に
、
こ
こ
で
は
前
年
か
ら
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
控
除

の
繰
越
が
な
い
と
想
定
し
て
い
る
の
でcolum

n 10

は

空
欄
に
な
る
。
さ
ら
に
、
所
得
が
Ａ
Ｃ
Ｅ
控
除
額
を
上
回

る
と
想
定
し
て
い
る
の
で
、
九
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
がcol-

um
n 12

に
入
る
こ
と
に
な
り
、colum

n 13

は
空
欄
に

な
る
。
結
局
、
九
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
が
所
得
か
ら
控
除
さ
れ

る
こ
と
に
な
る
。
仮
に
こ
の
状
況
に
、
前
年
か
ら
の
Ａ
Ｃ

Ｅ
控
除
の
繰
越
が
五
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
だ
け
存
在
す
る
と
い

図表６　ACEの申告（数値例 1）

〔出所〕　イタリア歳入庁ホームページをもとに筆者作成

・前年からのACE控除の繰越なし
・所得＞ACE控除額
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う
条
件
を
加
え
る
と
、
新
た
にcolum

n 10

に
五
〇
〇
〇

ユ
ー
ロ
が
入
り
、colum

n 12

は
九
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
と
五

〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
を
加
え
た
一
万
四
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
と
な
る

（
図
表
７
）。
さ
ら
に
、
所
得
が
一
万
ユ
ー
ロ
で
あ
る
と
い

う
条
件
、
す
な
わ
ち
Ａ
Ｃ
Ｅ
控
除
額
の
方
が
所
得
を
上
回

る
と
い
う
条
件
を
加
え
る
と
、
差
額
の
四
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ

が
次
の
年
に
繰
り
越
さ
れ
る
こ
と
な
り
、
新
た
にcol-

um
n 13

に
四
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
が
入
る
こ
と
に
な
る
（
図

表
８
）。

五
、
お
わ
り
に

　

わ
が
国
の
法
人
税
に
つ
い
て
は
、
税
率
の
引
き
下
げ
と

共
に
課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大
が
行
わ
れ
て
お
り
、
課
税
ベ
ー

ス
を
縮
小
す
る
こ
と
に
な
る
Ｉ
Ｆ
Ｓ
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
と
は
逆
の

方
向
で
改
革
が
進
ん
で
い
る
。
し
か
し
、
Ｉ
Ｆ
Ｓ
の
Ａ
Ｃ

Ｅ
は
中
立
性
の
面
で
優
れ
た
性
質
を
持
ち
、
中
長
期
的
に

〔出所〕　イタリア歳入庁ホームページをもとに筆者作成

図表７　ACEの申告（数値例 2）
・前年からのACE控除の繰越あり（5000ユーロ）
・所得＞繰越も加えたACE控除額
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は
わ
が
国
に
と
っ
て
も
重
要
な
意
味
を
持
つ
税
制
で
あ

る
。
本
稿
で
は
実
際
の
導
入
国
の
う
ち
イ
タ
リ
ア
を
取
り

上
げ
た
。
そ
し
て
イ
タ
リ
ア
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
に
つ
い
て
、
わ
が

国
で
は
あ
ま
り
知
ら
れ
て
い
な
い
申
告
手
続
き
に
注
目
し

て
紹
介
し
た
。
し
か
し
、
イ
タ
リ
ア
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
が
も
た
ら

す
効
果
に
つ
い
て
は
分
析
を
し
て
い
な
い
。
冒
頭
で
も
触

れ
た
よ
う
に
、
導
入
か
ら
ま
だ
あ
ま
り
年
数
が
た
っ
て
い

な
い
こ
と
も
あ
り
、
実
際
の
効
果
を
実
証
的
に
分
析
し
た

研
究
は
十
分
に
蓄
積
さ
れ
て
い
な
い
。
一
方
、
Ｎ
Ｉ
Ｄ
を

導
入
し
て
い
る
ベ
ル
ギ
ー
に
つ
い
て
は
、
資
本
構
成
に
与

え
る
影
響
や
投
資
に
与
え
る
影
響
に
つ
い
て
研
究
が
蓄
積

さ
れ
て
い
る
。
投
資
に
つ
い
て
は
定
ま
っ
た
結
論
が
得
ら

れ
て
い
る
と
は
い
え
な
い
が
、
資
本
構
成
に
つ
い
て
は
多

く
の
研
究
で
負
債
資
本
比
率
を
低
下
さ
せ
る
効
果
が
あ
る

と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
今
後
は
本
稿
で
紹
介
し
た
内
容
を

踏
ま
え
て
、
イ
タ
リ
ア
の
Ａ
Ｃ
Ｅ
が
イ
タ
リ
ア
企
業
の
資

本
構
成
や
投
資
に
与
え
る
影
響
を
明
ら
か
に
し
て
い
き
た

図表８　ACEの申告（数値例 3）

〔出所〕　イタリア歳入庁ホームページをもとに筆者作成

・前年からのACE控除の繰越あり（5000ユーロ）
・所得（ 1万ユーロ）＜繰越も加えたACE控除額（ 1万4000ユーロ）



130―　　―

証券レビュー　第57巻第11号

い
。

※�　

本
稿
は
Ｊ
Ｓ
Ｐ
Ｓ
科
研
費15k03523

の
助
成
を
受

け
た
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
本
稿
に
は
一
般
財
団
法
人

電
力
中
央
研
究
所
の
井
上
智
弘
主
任
研
究
員
と
の
共
同

研
究
の
成
果
が
含
ま
れ
て
い
る
。
も
ち
ろ
ん
、
有
り
得

べ
き
誤
り
は
全
て
筆
者
個
人
に
帰
す
る
も
の
で
あ
る
。

（
注
）

⑴　

Caium
i and D

i Biagio

（2015

）
な
ど
、
マ
イ
ク
ロ
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
を
行
っ
た
も
の
は
い
く
つ
か
あ
る
。

⑵　

本
節
は
山
田
（
二
〇
一
四
）
の
三
節
の
二
を
加
筆
修
正
し
た
も
の
で

あ
る
。

⑶　

ユ
ー
ロ
プ
ラ
ス
協
定
（T

he Euro Plus Pact

）
と
は
二
〇
一
一

年
三
月
に
採
択
さ
れ
た
、
既
存
の
協
定
よ
り
も
幅
広
い
分
野
を
対
象

と
す
る
経
済
政
策
の
協
調
を
目
指
す
協
定
で
あ
る
。
そ
の
概
要
に
つ

い
て
紹
介
し
た
も
の
と
し
て
、
Ｊ
Ｅ
Ｔ
Ｒ
Ｏ
の
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
で

あ
る
「
ユ
ー
ロ
ト
レ
ン
ド
」
の
二
〇
一
一
年
四
月
号
に
掲
載
さ
れ
て

い
る
「
経
済
政
策
協
調
を
目
指
し
た
ユ
ー
ロ
プ
ラ
ス
協
定
の
概
要
」

（http://w
w

w
.jetro.go.jp/jfile/report/07000607/eu_europlus.

pdf

）
が
あ
る
。

⑷　

A
iuto alla Crescita Econom

ica

と
は
、A

id to Econom
ic 

Grow
th

を
意
味
す
る
。

⑸　

州
事
業
税
の
概
要
を
説
明
し
た
も
の
と
し
て
、
野
村
総
合
研
究
所

（
二
〇
一
五
）
が
あ
る
。 

⑹　

colum
n 7

、9

、10

の
合
計
が
入
る
。
な
お
本
稿
で
は
、
概
要
を

説
明
す
る
と
い
う
観
点
か
らcolum

n 9

の
説
明
は
省
略
し
て
い
る
。
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山
田
直
夫
（
二
〇
一
四
）「
ベ
ル
ギ
ー
と
イ
タ
リ
ア
に
お
け
る
Ａ
Ｃ
Ｅ
の

比
較
分
析
」、
証
券
税
制
研
究
会
編
『
金
融
税
制
と
租
税
体
系
』、
日

本
証
券
経
済
研
究
所
、
一
二
六
－
一
四
九
頁

�

（
や
ま
だ
　
た
だ
お
・
当
研
究
所
主
任
研
究
員
）


